
日本原子力研究開発機構  

原子力科学研究所 保安管理部 

令和３年４月 19 日 

原子力科学研究所における 

核燃料物質使用変更許可申請及び核燃料物質使用施設等保安規定の予定について 

 

１．核燃料物質使用変更許可申請について、以下の施設で準備を進めている。 

２．核燃料物質使用施設等保安規定について、以下の施設で準備を進めている。 

No. 施 設 名 概 要 備考 

１ バックエンド研究施設 ・原子炉施設（STACY 施設及び TRACY 施設）との共用に係る

記載の明確化 

・取扱核燃料物質の物理形態の追加 

・測定装置の追加 

添付１ 

 

２ プルトニウム研究１棟 ・政令 41 条非該当施設変更に伴う非常用発電設備の削除 

・グローブボックス及びフード等の使用の設備について、

「使用を終了し、維持管理する設備」に変更 

・使用施設及び貯蔵施設において核燃料物質を取り扱わない

ことの明確化 

添付２ 

 

３ 第４研究棟 ・1F 燃料デブリの使用に係る記載の追加 

・当該施設を用いた実験計画等への対応に伴う変更 

 （取扱設備・機器の追加及び設置場所の変更、貯蔵施設の

追加及び変更） 

添付３ 

４ ＪＲＲ－３実験利用棟

(第２棟) 

・分析装置等の撤去に伴う変更・削除 添付４ 

５ 再処理特別研究棟 ・グローブボックス及びフードの解体撤去に伴う変更・削除 

・気体廃棄設備について、上記設備の解体撤去に伴い使用を

停止する気体廃棄施設の設備を追加 

・貯蔵設備の最大収納量を 0g に変更 

添付５ 

６ 共通編 ・プルトニウム研究１棟の政令 41 条非該当施設移行に伴う

変更 

 

No. 施 設 名 概 要 備考 

１ ＪＲＲ－３ ・中性子散乱実験用貯蔵箱の設置に伴う、実験運用エリアの

追加 

・核燃料物質の使用上の核的制限値に係る中性子散乱実験装

置における最大取扱量の明確化 

・中性子散乱実験用貯蔵箱の核燃料物質の貯蔵の核的制限値

の追記 

添付６ 

２ プルトニウム研究１棟 ・プルトニウム研究 1棟の保安規定からの削除  

３ 第 1編 総則 

第 2編 放射線管理編 

・プルトニウム研究１棟の政令 41 条非該当施設移行に伴う

削除 

・施設管理者として管理する範囲の明確化 

 

 

添付６ 



添付１ 

i 

令和３年４月１９日 

日本原子力研究開発機構 原子力科学研究所 

臨界ホット試験技術部 

 

バックエンド研究施設における許可変更申請の内容について 

 

１． 概要 

バックエンド研究施設における核燃料物質使用変更許可申請においては、以下の変更を行う。 

（１）実験室（Ⅶ）-1及び実験室（Ⅶ）-2における固体封入試料の追加 

（２）精密測定室へ放射能測定装置の追加 

（３）分析室（Ⅰ）等における原子炉施設との共用施設（以下「炉使共用」という。）に係る記載の明確

化 

（４）アイソレーションルーム（Ⅰ）内貯蔵施設の施錠場所の変更に伴う記載の明確化 

 

２．変更の概要 

本申請に係る申請内容は以下のとおり。 

（１）実験室（Ⅶ）-1及び実験室（Ⅶ）-2における固体封入試料の追加 

核不拡散及び核セキュリティに資する非破壊測定技術の開発を目的として、少量のウランやTRUの

含有量を測定する方法及び非破壊測定用検出器の研究開発を行う「TRU計測に関する研究開発」にお

いて、研究の進捗に伴い、使用する核燃料物質を追加する。当該核燃料物質は、金属容器に封入した

濃縮ウラン（ペレット）（以下「固体封入試料」という。）であり、実験室（Ⅶ）-1に設置したTRU非

破壊測定試験装置及び実験室（Ⅶ）-2に設置した試験体内部測定試験装置にて使用する。 

（２）精密測定室へ放射能測定装置の追加 

TRU 廃棄物処理・処分技術の確立及び応用を目的として、TRU 廃棄物の処分時の安全性評価に必要

な TRU 核種に対するバリアの特性測定等に関する試験及び１Ｆ汚染物＊の分析等を行う「TRU 廃棄物

処分に関する研究開発」において、使用の場所である精密測定室に放射能測定装置を追加する。 

（３）分析室（Ⅰ）等における炉使共用に係る記載の明確化 

分析室（Ⅰ）等における炉使共用設備について、令和３年３月１５日に実施した原子力規制庁との

面談において説明した炉使共用の設備の明確化を行う。 

（４）アイソレーションルーム（Ⅰ）内貯蔵施設の施錠場所の変更に伴う記載の明確化 

アイソレーションルーム（Ⅰ）内貯蔵施設の設計の進捗に伴い運用方法を見直した結果、当該貯蔵

施設における施錠場所を出入口扉から貯蔵箱の扉へ変更する。施錠場所の変更に伴い、貯蔵室及び貯

蔵箱に係る記載を変更及び追加し、明確化を行う。 

 

＊：東京電力ホールディングス(株)福島第一原子力発電所から受入れた試料（土壌、瓦礫、植物及び汚染水）、原子

炉建屋内及びタービン建屋内で採取した試料（金属材料、有機材料、瓦礫及び滞留水）及び汚染水の処理設備の

試料（構造物、吸着材、処理水及び汚染水処理に伴う二次廃棄物） 

 

３．変更箇所 

本申請に係る変更箇所は以下のとおり。 

（１）実験室（Ⅶ）-1及び実験室（Ⅶ）-2における固体封入試料の追加 
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1）本文 

「２．使用の目的及び方法」のうち、目的番号３の「使用の方法」に、固体封入試料に係る記載を

追加する。 

「３．核燃料物質の種類」に、固体封入試料に係る記載を追加する。 

「図２－２ TRU 廃棄物試験、TRU計測試験及びTRU廃棄物除染試験の概要」のうち、「TRU計測試

験」に、固体封入試料に係る記載を追加する。 

「表２－１（14）最大取扱量 実験室」のうち、実験室（Ⅶ）-1及び実験室（Ⅶ）-2における備考

欄に、固体封入試料に係る記載を追加する。 

2）添付書類１ 

「１．閉じ込めの機能」に、実験室（Ⅶ）-1及び実験室（Ⅶ）-2で使用する固体封入試料に係る記

載を追加する。 

（２）精密測定室へ放射能測定装置の追加 

1）本文 

「２．使用の目的及び方法」のうち、目的番号２の「使用の方法」の中で、精密測定室に設置した

装置に放射能測定装置を追加する。 

「表２－１（14）最大取扱量 実験室」のうち、精密測定室の「主要設備等」に放射能測定装置を

追加する。 

2）添付書類１ 

「１．閉じ込めの機能」に、精密測定室に設置する放射能測定装置に係る記載を追加する。 

「３．火災等による損傷の防止」に、精密測定室に設置する放射能測定装置に係る記載を追加する。 

（３）分析室（Ⅰ）等における炉使共用に係る記載の明確化 

1）本文 

「７．核燃料物質の使用施設の位置、構造及び設備」のうち、「７－１ 使用施設の位置」及び「７

－２ 使用施設の構造」に炉使共用に係る記載を追加する。 

「７．核燃料物質の使用施設の位置、構造及び設備」のうち、「７－３ 使用施設の設備」の中で、

「グローブボックス」、「フード」、「試験機器」、「搬送設備」、「非常用設備」、「ユーティリティ設備」、

「警報設備」に炉使共用に係る記載を追加する。 

「９－３ 固体廃棄施設」のうち、「(3) 固体廃棄施設の設備」に炉使共用に係る記載を追加する。 

（４）アイソレーションルーム（Ⅰ）内貯蔵施設の施錠場所の変更に伴う記載の明確化 

1）添付書類１ 

「22．貯蔵施設」のうち、「22.1 概要」に、施錠場所の変更に伴う貯蔵室及び貯蔵箱に係る記載

を変更及び追加し、明確化する。 

 

以上 
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令和３年４月 19 日 

日本原子力研究開発機構原子力科学研究所 

臨界ホット試験技術部 

 

プルトニウム研究１棟に係る核燃料物質の使用の変更の許可申請について 

 

１.概要 

プルトニウム研究１棟は、平成26年の機構改革において施設の廃止が決定された施設

であり、令和２年12月に保有していた全ての核燃料物質の他施設への搬出を完了し、核

燃料物質の使用の許可に係る変更の届出を行い（令和３年１月21日付け）、年間予定使用

量を全ての核燃料物質について０ｇとした。 

また、原子力科学研究所核燃料物質使用施等保安規定からのプルトニウム研究１棟の

削除に関する保安規定の変更申請を予定している（令和３年４月申請予定）。 

この度の核燃料物質の使用変更許可申請（核燃料移管後の施設管理）においては、施

設が政令第41条非該当施設に変更になることに伴い、機能維持の必要がなくなる設備を

削除するほか、グローブボックス等の使用の設備について「使用を終了し、機能を維持

する設備」とする変更等を行う。 

なお、本施設の解体・廃止に向けた措置に係る変更許可申請については、今後、社内

の調整を行った上で、令和３年度下期に申請を予定している。 

 

２．変更の概要 

 ① 政令第41条非該当施設への変更に伴い、非常用発電設備を削除するほか、安全上重要

な設備に関する記載等を削除する。 

 ② 核燃料物質を使用した試験を終了するため、以下の変更を行う。  

   ・グローブボックス等の設備について、「使用を終了し、維持管理する設備」とし、

維持管理を必要としない機能等の記載を削除する。 

   ・使用施設及び貯蔵施設等において核燃料物質を取り扱わないことを明確にする。 

 ③ その他、記載の適正化を行う。 

    

以上 



 

１ 

令和３年４月１９日 
日本原子力研究開発機構 原子力科学研究所 

臨界ホット試験技術部 
 
 

核燃料物質使用変更許可申請（第４研究棟）について 
 

 
１．概要 

原子力科学研究所第４研究棟では、東京電力ホールディングス（株）福島第一原子力

発電所内で採取した溶融した燃料成分が構造材を巻き込みながら固化した物、切り株状

燃料及び損傷ペレット（以下「1F 燃料デブリ」という。）の使用、及び当該施設を用いた

実験計画等への対応のために核燃料物質使用変更許可申請を行う。 
変更の内容を以下に示す。 

（１）1F 燃料デブリの使用に係る記載の追加 
（２）当該施設を用いた実験計画等への対応に伴う変更 
（３）記載の適正化 
 
２．変更の内容 
（１）1F 燃料デブリの使用に係る記載の追加 
   第４研究棟において、1F 燃料デブリを使用するため、本文の以下の箇所に使用済燃

料の一部として、1F 燃料デブリに係る記載を追加する。 
   また、1F 燃料デブリの使用について、「別添 1 1F 燃料デブリに係る使用の方法（第

４研究棟）」及び「別添 1－添付書類 1 変更後における核原料物質、核燃料物質及び

原子炉の規制に関する法律（昭和 32 年法律第 166 号）第 53 条第 2 号に規定する使用

施設等の位置、構造及び設備の基準に対する適合性に関する説明書（事故に関するも

のを除く。）（第 4 研究棟）」を新設し記載する。 
   ・2. 使用の目的及び方法（目的番号 2-1、2-2、2-3、3-3、4-1、4-2、5-1、6-1、7-1、

8-1） 
   ・3. 核燃料物質の種類 
   ・5. 予定使用期間及び年間予定使用量 
   ・6. 使用済燃料の処分の方法 
   ・8-3 貯蔵施設の設備（貯蔵設備のうち 1F 燃料デブリを貯蔵する保管庫及び貯蔵ピ

ット） 
   ・「第 1-2 表 使用の目的 2 に係る使用室及び使用設備の核燃料物質取扱量」から「第

1-8 表 使用の目的 8 に係る使用室及び使用設備の核燃料物質取扱量」 
 
（２）当該施設を用いた実験計画等への対応に伴う変更 
  １）取扱設備・機器の追加及び設置場所の変更 
   ① 取扱設備・機器の追加 
    以下の取扱設備・機器（8 台）を追加する。 

・目的番号 1-2：液体シンチレーションカウンタ 
・目的番号 2-1：分析走査電子顕微鏡、ICP 発光分光分析装置 
・目的番号 2-3：放射能測定装置、ICP 質量分析装置 
・目的番号 3-1：ICP 質量分析装置、蛍光 X 線分析装置 
・目的番号 4-2：磁場中物性測定装置 
 

② 取扱設備・機器の設置場所変更 
  以下の取扱設備・機器（2 台）の設置場所を 119C-122(b)号室に変更する。 

添付３ 



 

２ 

・目的番号 2-3：X 線照射装置（102-104 号室）、顕微ラマン分光装置（207C-209C
号室） 

 
   ③ 「7-1 使用施設の位置」の変更 
     取扱設備・機器の設置場所変更に伴い、使用の目的 2 及び使用の目的 7 で共用

している 102-104 号室について、使用の目的 2 から削除し、使用の目的 7 の共用に

係る記載を削除する。 
 
   ④ 使用室及び使用設備の核燃料物質取扱量の記載の変更 
     取扱設備・機器の追加、変更に伴い、「第 1-1 表 使用の目的 1 に係る使用室及

び使用設備の核燃料物質取扱量」から「第 1-4 表 使用の目的 4 に係る使用室及び

使用設備の核燃料物質取扱量」において、使用室及び使用設備の核燃料物質取扱

量の記載の追加等を行う。 
 

２）貯蔵施設の追加及び変更 
   ① 保管庫の追加 
    以下の保管庫（5 台）を追加し、保管庫を設置する室を貯蔵施設に追加する。 
    ・使用の目的 2：保管庫 A（207C-209C 号室）、保管庫 A（317BC 号室）、保管庫 A

（416 号室）、保管庫 A（419-421BC 号室） 
    ・使用の目的 3：保管庫 A（403AB 号室）を追加する。 
 
   ② 保管庫の変更 
    ・使用の目的 4：413A 号室の保管庫 B を保管庫 A に変更する。 
 
   ③ 最大収納量等の変更 
    ・使用の目的 2：保管庫 E（119C-122(b)号室）の最大収納量を変更する。 

・使用の目的 7：保管庫 A（102-104 号室）の物理的性状及び仕様に、液体の貯蔵

に係る記載を追加する。 
 
（３）記載の適正化 
  本文において用語の適正化を行う。 



添付４ 
令和３年４月１９日 

日本原子力研究開発機構 原子力科学研究所 

臨界ホット試験技術部 

 

核燃料物質使用変更許可申請（ＪＲＲ－３実験利用棟（第２棟））について 

 

１．概要 

ＪＲＲ－３実験利用棟（第２棟）は、核燃料物質を用いた分析等を行うことを使用の目的

として、放射化分析や発光分光分析、質量分析等による分析業務を行うとともにこれらの分

析方法の研究を行ってきた。 
今回、使用施設の設備のうち一部の分析装置について使用目的を終了したことから、当該

装置を撤去するため核燃料物質の使用の変更許可申請を行う。 
 

２．変更の内容 

（１）使用施設の設備撤去 

使用目的を終了した分析装置を撤去するため、以下の変更を行う。 

・使用の方法における取扱方法について、使用目的を終了した分析装置に係る記載を削除

する。 

・使用施設の設備について、使用目的を終了した以下の分析装置（５台）を削除する。 

γ線スペクトロメータ（104･106 号室） 

質量分析装置（110･112 号室） 

ウラン用蛍光Ｘ線分析装置（115 号室） 

大型回折格子分光器（115 号室） 

ファブリペロー干渉計（115 号室） 

 

（２）記載の適正化 

その他、記載を適正化する。 

 

３．その他 

撤去する分析装置の解体撤去の方法及び放射性廃棄物に関する措置については、参考資料

にて示す。 

 

 

 

以上 



（参考資料） 

ＪＲＲ－３実験利用棟（第２棟）において撤去する分析装置について 

 

 下図に示す分析装置はＪＲＲ－３実験利用棟（第２棟）において使用目的を終了したことから、当該

装置を撤去するため核燃料物質の使用の変更許可申請を行い、装置の記載を削除する。 

 

 

○解体撤去の方法 

 装置を解体・分別し、廃棄物容器に収納する。 

 

○放射性廃棄物に関する措置 

 装置の解体撤去に伴う措置で発生する放射性固体廃棄物は、適切に封入することで放射性物質の飛散

又は漏えいの防止の措置を講じ、原子力科学研究所の放射性廃棄物処理場に引き渡す。 

 

 

 

γ線スペクトロメータ  

 

質量分析装置 

 

ウラン用蛍光Ｘ線分析装置 

大型回折格子分光器 

 

ファブリペロー干渉計 



添付５ 
 

日本原子力研究開発機構 

原子力科学研究所 バックエンド技術部 廃止措置課 

令和 3 年 4 月 19 日 

 

再処理特別研究棟 核燃料物質使用変更許可申請の変更の概要について 

 

１．変更の概要 

  再処理特別研究棟の廃止措置の進捗に伴い、建家に残存している全てのグローブボックス(5 基)及びフード

(3 基)の解体撤去を行うため、許可からこれらを削除する申請を行う。主な変更は下記のとおり。 

 

 （１）グローブボックス及びフードの削除 

  下表に記載したグローブボックス 5 基及びフード 3 基に係る記載を削除する。 

削除する設備 収納機器 

グローブボックスＳ 可燃性解体廃棄物減容処理装置 

グローブボックスＰ ＴＲＵ含有有機廃液処理装置・洗浄系 

グローブボックスＫ プロセス廃液前処理装置 

グローブボックスＬ プロセス廃液前処理装置 

グローブボックスＮ なし（実験に使用） 

フードＨ－４ なし（実験に使用） 

フードＨ－９ なし（実験に使用） 

フードＨ－１４ なし（実験に使用） 

 

（２）気体廃棄施設の一部変更 

  ①グローブボックス(5 基)及びフード(3 基)の解体撤去に伴い給排気の系統図を変更する。また、排気対象

機器がなく室内空気を排気している排気第４系統、排気第５系統及び排気第８系統の使用を停止する。

使用を停止した排風機は、使用を停止した機器に係る項目を新たに追加することで、解体撤去が完了す

るまでの間、管理する。 

  ②グローブボックス(5 基)の解体撤去及び排風機の停止に伴い、警報設定値を変更する。 

 

（３）貯蔵設備の最大収納量の変更 

  核燃料物質の保有がなく、使用予定もないことから貯蔵設備の最大収納量を 0g に変更する。 

 

（４）その他、記載の適正化、図面の更新、法令改正に伴う記載内容の見直しを行う。 

 

以上 



添付６ 

JRR-3 の保安規定変更認可申請の概要について 
令和３年 4 ⽉１９⽇ 

研究炉加速器技術部 JRR-3 管理課 
1. 概要ついて 

JRR-3 を⽤いた実験の利便性の向上のため、中性⼦散乱実験⽤貯蔵箱の設置に係る
設置変更許可申請を⾏い、許可を受けたところ。 
 今回、設置許可申請書と整合を図るため、原⼦⼒科学研究所核燃料物質使⽤施設等
保安規定第１編及び第６編の変更認可申請を⾏う。 
 

2. 変更理由及び内容 
（１）貯蔵施設及び貯蔵設備の追加に伴う職務の明確化 

中性⼦散乱実験⽤貯蔵箱は、原⼦炉建家１階と実験利⽤棟２階にそれぞれ２台ず
つ設置する。そのため、原⼦炉建家１階と実験利⽤棟２階が新たに貯蔵施設となる
ため、その管理者を明確にする。当該貯蔵箱の設置場所について添付資料-1 に⽰
す。 

（２）実験運⽤エリアの明確化 
実験運⽤エリアは、実験⽤試料⼜はフィッション・カウンターの準備を⾏う場

所であり、また、各実験装置にて使⽤し実験終了後に放射能冷却を⾏うための場所
でもある。保安規定に当該エリアを図⽰し、範囲を明確にする（添付資料-1 参
照）。 

（３）核燃料物質の使⽤上の核的制限値に係る中性⼦散乱実験装置における最⼤取扱量の
明確化 

中性⼦散乱実験装置の核燃料物質の最⼤取扱量は、中性⼦散乱実験⽤貯蔵箱、実験
運⽤エリアで取り扱う核燃料物質の量を含めた値とする旨、明記する(添付資料-2 参
照)。 

（４）中性⼦散乱実験⽤貯蔵箱の核燃料物質の貯蔵の核的制限値の追記 
各中性⼦散乱実験⽤貯蔵箱において、貯蔵できる保管量を追記する。 

 
3. その他 

中性⼦散乱実験⽤貯蔵箱は、令和３年６⽉下旬に使⽤前確認を受ける予定である。 
 
 
 
 
 
 



添付資料-１ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図１ 実験運⽤エリア及び中性⼦散乱実験⽤貯蔵箱配置の概略図 



添付資料-2 

中性⼦散乱実験装置の最⼤取扱量について 
  
 中性⼦散乱実験装置１基についての最⼤取扱量について、例を以下に⽰す。 
 
（１）原⼦炉停⽌中に実験⽤試料を実験運⽤エリアで準備している場合 

 最⼤取扱量 実験装置 実験運⽤ 
エリア 

中性⼦散乱実
験⽤貯蔵箱 

中性⼦散乱実験装置 50ｇ ０ｇ 10g 40g 
 
（２）原⼦炉の運転中の場合 

 最⼤取扱量 実験装置 実験運⽤ 
エリア 

中性⼦散乱実
験⽤貯蔵箱 

中性⼦散乱実験装置 50ｇ 10g ０ｇ 40g 
 
（３）原⼦炉停⽌後、実験運⽤エリアにて放射能冷却を⾏う場合 

 最⼤取扱量 実験装置 実験運⽤ 
エリア 

中性⼦散乱実
験⽤貯蔵箱 

中性⼦散乱実験装置 50ｇ ０ｇ 10g 40g 
 
以上のように、中性⼦散乱実験装置、実験運⽤エリア及び中性⼦散乱実験⽤貯蔵箱の合計値が最⼤取
扱量とする。 
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